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長時間労働の抑制・年次有給休暇取得促進に向けての取組
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はじめに

この「働き方・休み方改善ハンドブック 情報通信業（情報サービス業編）」は、
情報サービス業において、働き方・休み方の見直しの取組を企業が自ら推進し、
業界各社の経営及び労働環境の改善により総労働時間の削減によるワーク・ラ
イフ・バランスの実現を図ることを目的に作成されたものです。

情報サービス業は、複数のエンジニアがプロジェクト・チームで仕事を行う
ため、作業の進捗管理や製品の品質管理が難しく、個々人の経験やノウハウに
依存する傾向や、仕事に従事する場所が開発プロセスにより、自社の事業場だ
けではなく、顧客先に常駐して業務を行う場合もあるなどの特徴があります。
しかし、そのような中でも工夫を凝らし、生産性を向上させることなどにより、
長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進を図っている企業があります。

このハンドブックでは、自社での取組を考えるに当たってのヒントとなる事
例をお示ししています。

働き方・休み方の改善は、情報サービス業の最大の経営資源である「人材」
の能力や経験を引き出す、企業にとっても大きなメリットとなる取組です。

まずは、企業の経営者や人事労務管理者の皆様から働き方・休み方改善の重
要性を理解し、自らが率先して、働き方・休み方改善の見直しに取り組んでい
きましょう。

また、社員の方にも本ハンドブックを手にとっていただき、自らの働き方、
休み方について、何かしらの気づきを見つけていただく機会としましょう。
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